
 

 

能代市公告第５３号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第１項及び能代市財政報告

書の作成及び公表に関する条例（平成１８年能代市条例第３９号。以下「条例」とい

う。）第２条の規定に基づき、能代市の財政状況を別紙のとおり公表する。 

 なお、条例第４条第２項の規定に基づき、公表の日から６箇月間、能代市総務部財

政課において閲覧に供する。 

 

 

  平成２７年１１月１０日 

 

                      能代市長  齊 藤 滋 宣    

 



《能代市の財政状況》 （平成２７年９月３０日現在）

【一般会計】

平成２７年度予算額 ３００億７，２４６万円

平成２６年度からの繰越額 　　５億５，１８３万円

合　計 ３０６億２，４２９万円

＜歳入＞

収入済額　　　１２７億２，８０２万円

収 入 率　　　４１．６％（対前年同期比較　２．０ポイント減）

○歳入予算と収入率 （単位：万円）

前年同期 前年同期

平成２７年度 平成２６年度 合　　計 平成２７年度 平成２６年度 合　　計 収入率 収入率 比　較

からの繰越額 からの繰越額 (％) (％) (ポイント)

地 方 交 付 税 855,628 855,628 569,696 569,696 66.6 67.0 △0.4

市 税 584,089 584,089 308,783 308,783 52.9 53.2 △0.3

市 債 508,710 26,800 535,510 0.0 0.0 0.0

国 庫 支 出 金 414,197 21,998 436,195 134,590 19,806 154,396 35.4 38.8 △3.4

県 支 出 金 211,036 1,493 212,529 44,505 1,494 45,999 21.6 17.9 3.7

そ の 他 433,586 4,892 438,478 189,036 4,892 193,928 44.2 38.5 5.7

3,007,246 55,183 3,062,429 1,246,610 26,192 1,272,802 41.6 43.6 △2.0

　平成２７年度予算の能代市の歳入予算（平成２６年度からの繰越を除く）は、市税が歳入全体の１９．４％、同じ
く地方交付税が２８．５％で、この２つで約５割を占めています。また、本市で自由に使途を決められる自主財源は
全体の２９．２％、８７億９，０２０万円で、前年度に比べ３億９，２９０万円増加しており、自主財源の占める割
合は２．５ポイント減少しております。
　市税の予算に対する実際の収入額の割合は、５２．９％となっており、前年度より０．３ポイント減少していま
す。

合　　　　　計

歳　入　科　目

収　　　入　　　済　　　額予　　　　　算　　　　　額
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地方交付税

市 税
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国庫支出金

県支出金

そ の 他

億円

歳入予算と収入率
27年度予算額＋26年度からの繰越額
収入済額（【 】内の数値は収入率）

58億4,089万円

(2億6,800万円)

43億6,195万円

21億2,529万円

43億8,478万円

85億5,628万円

30億8,783万円

0円

15億4,396万円

【21.6%】

【44.2%】

【52.9%】

【0.0%】

【35.4%】

4億5,999万円

19億3,928万円

(1,493万円)

(4,892万円)

※ （ ）内は26年度からの繰越額

(2億1,998万円)

53億5,510万円

56億9,696万円【66.6%】



＜歳出＞

執行（支出）済額　　１２２億４，３７２万円

執行（支出）率　　　４０．０％（対前年同期比較　２．３ポイント増）

　平成２７年度予算の歳出（平成２６年度からの繰越を除く）の内訳を目的別に見ると、民生費が３３．５％、

総務費が１８．４％、公債費が９．４％を占めています。

　歳出の主な事業として、庁舎整備事業費、子ども・子育て支援事業費、能代球場整備事業費、園芸メガ団地育成

事業費、道路改良事業費（交付金）などがあります。

○歳出予算と執行（支出）率 （単位：万円）

前年同期 前年同期

平成２７年度 平成２６年度 合　　計 平成２７年度 平成２６年度 合　　計 執行率 比較

からの繰越額 からの繰越額 (％) (ポイント)

民 生 費 1,008,712 3,135 1,011,847 371,085 320 371,405 36.7 37.4 △0.7

教 育 費 261,918 20,256 282,174 110,780 17,998 128,778 45.6 40.5 5.1

公 債 費 284,126 284,126 138,312 138,312 48.7 48.5 0.2

総 務 費 554,161 1,655 555,816 185,731 117 185,848 33.4 33.4

土 木 費 319,899 8,830 328,729 125,341 1,247 126,588 38.5 30.0 8.5

衛 生 費 176,259 285 176,544 71,745 54 71,799 40.7 33.2 7.5

消 防 費 154,120 154,120 66,511 66,511 43.2 39.1 4.1

そ の 他 248,051 21,022 269,073 121,514 13,617 135,131 50.2 44.2 6.0

3,007,246 55,183 3,062,429 1,191,019 33,353 1,224,372 40.0 37.7 2.3

執　行　（支　出）　済　額

歳　出　科　目
執行率
（％）

合　　　　　計

予　　　　　算　　　　　額
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歳出予算と執行（支出）率
27年度予算額＋26年度からの繰越額

執行済額（【 】内の数値は執行率）

※ （ ）内は26年度からの繰越額

101億1,847万円

28億2,174万円

28億4,126万円

55億5,816万円

32億8,729万円

17億6,544万円

15億4,120万円

26億9,073万円

12億8,778万円

13億8,312万円

18億5,848万円

12億6,588万円

7億1,799万円

6億6,511万円

13億5,131万円

【45.6%】

【48.7%】

【33.4%】

【38.5%】

【40.7%】

【43.2%】

【50.2%】

(8,830万円）

(285万円）

(2億256万円）

37億1,405万円【36.7%】 (3,135万円）

(2億1,022万円）



＜歳入予算の割合＞

（単位：万円、％）

予算額 構成比

584,089 19.4

80,084 2.7

66,985 2.2

自 主 分 担 金 及 び 負 担 金 10,168 0.3

使 用 料 及 び 手 数 料 41,139 1.4

財 源 財 産 収 入 19,064 0.6

寄 附 金 640 0.0

繰 越 金 76,851 2.6

小　　　　　　　　　　計 879,020 29.2

855,628 28.5

414,197 13.8

211,036 7.1

508,710 16.9

地 方 譲 与 税 25,400 0.8

依 存 利 子 割 交 付 金 800 0.0

配 当 割 交 付 金 2,300 0.1 　　前年同期と比較して、自主財源の割合は２．５ポイント減少し

株式等譲渡所得割交付金 1,200 0.0 　ております。要因としては、自主財源の合計が約３億９，０００

財 源 地 方 消 費 税 交 付 金 103,000 3.4 　万円増加となっているものの、特定財源の国庫支出金や市債等が

ゴルフ場利用税交付金 9 0.0 　大幅に増加したことにより、自主財源の割合は減少しています。

自動車取得税交付金 3,400 0.1

地 方 特 例 交 付 金 1,746 0.1

交通安全対策特別交付金 800 0.0

小　　　　　　　　　　計 2,128,226 70.8

合　　　　　　　　　　計 3,007,246 100.0

＜歳出予算の割合＞

（単位：万円、％）

予算額 構成比

403,921 13.4

567,008 18.9

284,126 9.4

1,255,055 41.7

540,555 18.0

1,844 0.1

542,399 18.1

347,059 11.5

80,830 2.7

430,619 14.3

41,712 1.4

7,782 0.3 　　前年同期と比較して、義務的経費では、扶助費が約４億３千万

43,536 1.4 　円の増加となっています。

258,254 8.6 　　また、普通建設事業費は、庁舎整備事業費などにより、約２６

3,007,246 100.0 　億３千万円の増加となっています。
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＜市税＞

　市税の各税目の収入済額を前年同期と比較すると、個人市民税が１，６７８万円、軽自動車税が４１８万円それぞれ増

加しておりますが、法人市民税が１，７９１万円、固定資産税が５，１４３万円、市たばこ税が７１２万円それぞれ減少

しています。

　１人当たりの納税額を前年同期と比較すると、市民税が２４７円、軽自動車税が１０９円の増、固定資産税が４２８円

市たばこ税が５７円の減となっています。また、１世帯当たりの納税額については、固定資産税が２，０１０円、市民税

が６円、市たばこ税が２７８円、それぞれ減となっており、軽自動車税が１７４円の増となっています。

（単位：万円、％）

予算額 収入済額 収入率 市民１人当たり・１世帯当たりの納税額

市民税 232,100 97,805 42.1 （平成２７年９月３０日）

個人市民税 183,080 67,638 36.9 　　　　人口 56,339 人

法人市民税 49,020 30,167 61.5 　　　　世帯 24,697 世帯

固定資産税 292,161 172,707 59.1 税　　　目

軽自動車税 13,400 13,253 98.9 市　民　税 17,360 円 39,602 円

市たばこ税 46,300 24,931 53.8 固定資産税 30,655 円 69,930 円

鉱産税 0 0 0.0 軽自動車税 2,352 円 5,366 円

入湯税 128 87 68.0 市たばこ税 4,425 円 10,095 円

584,089 308,783 52.9

税　　　目

１人当たり １世帯当たり

合　　　計

0 5 10 15 20 25 30 35

予算額

収入済額（【 】内の数値は収納率）

個人市民税

固定資産税

億円

軽自動車税

市たばこ税

4億9,020万円

29億2,161万円

1億3,400万円

4億円6,300万

市税 予算と収納率

3億167万円

17億2,707万円

【53.8%】

【61.5%】

【59.1%】

1億3,253万円

2億4,931万円

【98.9%】

法人市民税

6億7,638万円

18億3,080万円

【36.9%】



＜市債＞

　市債の残高は前年度末と比較して、２６億２，２７６万円（９．０％）増加しています。主な要因は、庁舎整備事業債による

増加が挙げられます。

平成２７年度末市債現在高見込（予算ベース） 市債残高状況（予算ベース）

（単位：万円、％） （単位：万円、％）

市債残高 構成比 年　　度 市債残高 前年比較 前年比

普 通 債 土 木 288,479 9.1 平成22年度末 2,657,336 47,152 101.8

農 林 水 産 86,798 2.7 平成23年度末 2,815,612 158,276 106.0

教 育 604,350 19.0 平成24年度末 2,812,681 △2,931 99.9

住 宅 240,349 7.6 平成25年度末 2,858,969 46,288 101.6

商 工 9,112 0.3 平成26年度末 2,913,836 54,867 101.9

そ の 他 799,063 25.2 平成27年度末 3,176,112 262,276 109.0

2,028,151 63.9

災害復旧債 土 木 11,646 0.4

農 林 水 産 1,029 0.0

教 育

12,675 0.4

そ の 他 減 税 補 て ん 債 32,704 1.0

臨時税収補てん債 5,924 0.2

臨 時 財 政 対 策 債 1,096,658 34.5

1,135,286 35.7

3,176,112 100.0

＜一時借入金＞ 借入限度額 ２０億円

借入現在高 　　０円

合　　　　　計

区　　　　　分

平成２７年度末 市債現在高見込（予算ベース）

9.1%

28億8,479万円

普通債（住宅債）7.6%

24億349万円

8億6,798万円

災害復旧債0.4%

1億2,675万

臨時財政対策債 34.5%

普通債（商工＋その他）25.5%

80億8,175万円

220 260 300

平成22年度末
平成23年度末
平成24年度末
平成25年度末
平成26年度末
平成27年度末

億円

普通債 63.9%

普通債（教育債）19.0%

60億4,350万円

普通債（土木債）

普通債（農林水産債）2.7%

109億6,658万

減税補てん債 1.0%

3億2,704万円
臨時税収補てん債 0.2%

5,924万円



 

 

能代市の管理する財産（平成２７年度末見込） 

 

土  地  １，８０９ヘクタール 

建  物  ２８万平方メートル 

立  木  １０年生以上 ５８万立方メートル 

車  両  １９４台 

出 資 金  ３億４，７６９万円 

有価証券  ６，７７６株 

基  金   ９７億３，２２９万円 

（内 訳）  庁舎建設基金            ７億１，３６４万円 

            ふるさと創生基金              ５億３，９３６万円 

            福祉基金                    ２億５，７９８万円 

            奨学基金              １億７，９２３万円 

      図書館建設基金             ３，７０６万円 

      災害救助基金                    １，５７２万円 

            きみまち恋文基金               ４６万円 

      地域振興基金           １４億９，５９０万円 

      財政調整基金                ４６億１，９２７万円 

            土地開発基金              ４，０００万円 

      減債基金                          １５億６，７５０万円 

            港湾利活用地域振興基金         ５，２４２万円 

ふるさと人材育成・定住促進奨学基金 ２億１，３７５万円 



【特別会計】

　特定事業の経費や収入を取り扱う会計を特別会計といいます。現在、市には１０の特別会計があり、１０会計の予算額の合計は

９月末現在で以下のとおりとなります。

平成２７年度予算額 １６６億１，５９３万円

平成２６年度からの繰越額 　　　　２，２５３万円

合　計 １６６億３，８４６万円

○特別会計予算と収入済額・執行（支出）済額 （単位：万円）

特　別　会　計　名 収入済額 収入率 執行率

(％) (％)

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 55,838 2,130 57,968 1,244 2.1 15,040 25.9

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 1,430 0 1,430 210 14.7 646 45.2

浄 化 槽 整 備 事 業 特 別 会 計 19,963 0 19,963 3,215 16.1 6,917 34.6

浅 内 財 産 区 特 別 会 計 345 0 345 482 139.5 105 30.5

常 盤 財 産 区 特 別 会 計 505 0 505 511 101.2 251 49.7

鶴 形 財 産 区 特 別 会 計 272 0 272 287 105.6 142 52.3

檜 山 財 産 区 特 別 会 計 320 0 320 391 121.9 142 44.5

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 818,299 0 818,299 331,630 40.5 343,361 42.0

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 62,212 0 62,212 18,553 29.8 18,625 29.9

介 護 保 険 特 別 会 計 702,410 124 702,534 291,377 41.5 289,566 41.2

合　　　　　計 1,661,593 2,253 1,663,846 647,899 38.9 674,795 40.6

　※表の各項目は、それぞれ表示単位未満を四捨五入して表示しているため合計と一致しない場合があります。

 執行(支出)
済額

平成２７年度
平成２６年度
からの繰越額

合　　計

予　　算　　額


